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導入効果
近年の耐震設計への要請等により鉄筋の配筋は一層の高密度配筋に

なっており、現場における施工の効率化の観点から大きな阻害要因

一方、技能工は離職や熟練者の高齢化により減少

コンクリート構造物の施工品質を確保し、生産性を向上させるには、

熟練した技能を必要とせず、施工効率の高い工法等の普及促進が

求められる

機械式鉄筋定着工法
機械式鉄筋定着工法は、半円形フックと比較して、
施工性がよく熟練鉄筋工がいなくても容易に組立可
能であり、省人化や工期短縮等の効果が高い。

ガイドラインを策定し平成28年7月に発行済み。

ガイドラインでは、せん断補強鉄筋に対して機械式
鉄筋定着工法を標準仕様として当初設計で採用。
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工法例１ ネジ接合
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工法例２ 加熱成形接合
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工法例３ 摩擦圧接接合
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工法例４ 螺合（らごう）グラウト固定
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9

工法例５ 螺合、嵌合（かんごう）鋼線貫入による固定
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1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

納入本数累計 18 27 546 1,268 3,473 4,936 8,219 13,250 17,063 22,821 26,081 27,612 31,328 33,605 37,355 42,049 45,391

工事件数累計 2 9 24 52 98 152 230 334 462 641 813 991 1217 1467 1714 2027 2250
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高速道路関係, 

11,428,317

国交省･各地整 , 

9,797,043

鉄道関係, 

9,649,813

地方自治体 , 

8,763,077

ガス･電力等, 

3,054,731

その他 , 

2,777,709

発注者別採用状況（使用本数）

ボックスカル

バート, 
26,734,890

橋梁下部工 , 

4,356,070

トンネル, 

3,183,187

発電所施設, 
1,933,688

鉄道駅施設, 
1,556,437

立坑 , 870,001

擁壁 , 
812,969

上水配水施

設 , 759,492

ガス貯蔵施

設 , 431,109

調整池, 
427,000

下水処理施設, 
196,020

橋梁上部工, 
178,820

その他, 
1,185,882

構造物別採用状況（使用本数）
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せん断補強筋

（中間帯鉄筋含

む） , 45,314,638

主鉄筋 , 317,792 その他, 15,610

底版
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橋台
2%

柱
2%

床版
1%

ｹｰｿﾝ基礎
1%

その他
4%

部材別採用状況（工事件数）

鉄筋用途別別採用状況（使用本数）
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例-1：橋梁下部工試算

梁付け根部 柱 部

生産性比較
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生産性比較の例-1：橋梁下部工試算

梁付け根部
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生産性比較の例-1：橋梁下部工試算

柱 部
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生産性比較の例-1：橋梁下部工試算

比較パターン ①標準工法 ②工法１ ③工法２

鉄筋重量 44.28ｔ 42.60ｔ 42.60ｔ

比率 1.00 0.96 0.96

施工条件
・機械式定着は片端定着、片端半円形フック
・橋脚、フーチングのせん断補強筋、中間帯鉄筋に適用

生産性向上比率
・鉄筋重量を4％低減
・鉄筋加工組み立て作業が
４％以上の施工効率アップ
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生産性比較の例-2：ボックスカルバート現場実績
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生産性比較の例-2：ボックスカルバート現場実績

原設計 変更後 差

鉄筋重量 2,720 ｔ 2,300 ｔ -420 ｔ

道路改良Ｂ現場

施工条件
・機械式定着は片端定着、片端半円形フック
・頂版、側壁、底版のせん断補強筋に適用
・ヘッドバー工法に変更

生産性向上比率
・鉄筋数量が420t減少する事で、鉄筋加工組み立て作業
が15％以上の施工効率アップ
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2016（平成28）年07月08日（金）
「機械式鉄筋定着工法の配筋設計のガイドライン」
が正式発行

2016（平成28）年07月12日（火）
国交省／大臣官房 技術調査課から、全国の地整へ
事務連絡（通達）発信
－単位水量測定の通達と同等の扱い－

ガイドラインの取り扱い
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１．概要
１－１ ガイドラインの位置づけ

（１）本ガイドラインは，各種コンクリート構造物の
品質を確保した上で生産性向上を図ることを目的と
して，機械式鉄筋定着工法を採用するにあたり，
その標準的な使用方法と，設計，施工上の留意事項
について示したものである。

（２）構造物の設計段階において機械式鉄筋定着工法
の適用を計画する際は，本ガイドラインで示した
事項を理解した上で，それぞれの構造物が準拠して
いる設計基準に示されている要求性能や前提条件を
満たしているかどうかの判断を適宜行うこととする。



【機密性２】
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン

24

四国地方整備局

【解説】抜粋

・直角フックと半円形フックで構成されるせん断
補強鉄筋の直角フックを定着体に代える。

・両端が半円形フックで構成されるせん断補強鉄筋
の片側の半円形フックを定着体に代える。
また，例えば部材内部で重ね継手（半円形フック

でラップ）により継いだ１組のせん断補強鉄筋の
片側の端部を定着体とする場合，重ね継手は不要で
１本の鉄筋となり，曲げ加工数量及び重ね継手部の
鉄筋重量を減らすことが可能となる。
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 従来の方法で配置されるせん断補強鉄筋 

半円形フック部分をそのまま 

機械式定着に変更する 
分割ラップは 

１本ものに変更 
定着体を使用したせん断補強鉄筋 
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【解説】抜粋

ガイドラインの記載内容について，実績調査によれ
ば，機械式鉄筋定着工法を用いた工事件数，ならび
に納入本数ともに増加傾向である。機械式鉄筋定着
工法は，せん断補強鉄筋，主鉄筋，中間帯鉄筋とし
て採用実績があるが，その内訳を見ると，鉄筋用途
別ではせん断補強鉄筋の割合が多い。すなわち，
せん断補強鉄筋に機械式鉄筋定着工法を導入する際
の考え方を示すことが，最も重要であるため，本ガ
イドラインではせん断補強鉄筋を中心に記載する。
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【解説】抜粋

鉄筋端部の定着方法は，各種設計基準により構造細目
として示されているのが一般的である。機械式鉄筋
定着工法に求められる性能は，その鉄筋の種類と配置
される部位の要求性能レベルによって異なる。本ガイ
ドラインでは，せん断補強鉄筋として使用する場合
と，横拘束鉄筋として使用する場合を分けて考える。
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１－２ 対象とする機械式鉄筋定着工法

本ガイドラインで対象とする機械式鉄筋定着工法は，その性能に関し
て，公的認証機関による建設技術審査証明を受けたものとする。
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【解説】抜粋

鉄筋端部のフックは曲げ加工寸法や加工方法等詳細が
道路橋示方書に記述されており，標準化されている。
しかし，機械式鉄筋定着工法には，定着端部の仕様や
形状寸法，鉄筋径，鉄筋の種類等様々なものが存在し，
各々の性能は異なったものとなる。これらの機械式
鉄筋定着工法は，製造者の創意工夫によって工法が
開発されており，JIS規格といったような仕様の標準化
はされていない。こうした状況から，当該の機械式
鉄筋定着工法が，必要な性能を有しているかどうかを
明確にするため，例えば土木研究センターのような
認証機関による建設技術審査証明が活用可能である。
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機械式鉄筋定着工法一覧表：土木

No
工法
名

審査名称 審査番号

審査年月

鉄筋仕様
固定材
材質

適用
鉄筋径

コンク
リート
強度

(N/mm2)

備考
（更新）

1 フリップバー
土木研究
センター

建技審証
第0903号

2014.04
(内容変更･

更新)

SD295A
～490

非調質鋼
D13～
51

24～60
摩擦圧接
接合

2 Ｔヘッド工法
土木研究
センター

建技審証
第0314号

2013.11
SD295～

490
－

D10～
51

24以上 加熱成形

3
プレートフック

工法
土木研究
センター

建技審証
第0511号

2015.11
SD295～

345
FCAD1200

-2
D13～
51

21以上
螺合ｸﾞﾗｳﾄ

固定

4
Ｈｅａｄ-ｂａ

ｒ
土木研究
センター

建技審証
第0408号

2015.11
(内容変
更）

SD295～
490

SM490,S4
5C

D13～
51

21以上
摩擦圧接
工法

5 タフナット
土木研究
センター

建技審証
第1301号

2013.4
SD295A
～490

S45C熱
処理品
または
鍛造品

D13～
51

24～60
螺合、嵌合
鋼線貫入に
よる固定

6 ＴＰナット工法
土木研究
センター

建技審証
第1010号

2011.2
SD295～

490
JIS 

G4051
D13～
35

21以上 ネジ接合

さいし最新の情報確保
が重要！！
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２．機械式鉄筋定着工法の適用にあたっての検討事項

２－１原則

（１）機械式鉄筋定着工法を適用する範囲は，せん
断補強鉄筋を基本とする。なお，横拘束鉄筋に
適用する場合は，構造物及び構造物部位に応じて
求められる要求性能や前提とすべき構造細目なら
びに使用材料の範囲等について，適用する設計
基準を確認することとする。

（２）機械式鉄筋定着工法を適用する場合は定着体
が使用目的に対して有効に機能するように配置
計画を立てるとともに，確実な定着効果が得られ
るように施工管理を行うこととする。
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２－２ 構造細目及び鉄筋種類の取扱いについて

（１）機械式鉄筋定着工法を使用する場合，鉄筋の
端部フックを除く構造細目については，設計対象
の鉄筋コンクリート部材が準拠する設計基準に
示される事項に従うこととする。

（２）機械式鉄筋定着工法を使用する場合，使用する
定着体の種類及びコンクリートの設計基準強度は
，適用する鉄筋コンクリート部材の設計基準の
範囲にあることを確認しなければならない。
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２－３ 機械式鉄筋定着工法の用途ごとの性能確認

２－３－１ せん断補強鉄筋への適用

（１）構造物が準拠する設計基準において，鉄筋端部
に定着体を取り付けて機械的に定着する方法が構造
細目として適用できることを確認しなければなら
ない。

（２）機械式鉄筋定着工法をせん断補強鉄筋に適用
する場合には，定着体とコンクリートが一体と
なって働くように確実に定着され，所定のせん断
補強効果が得られる工法を選定しなければなら
ない。
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【解説】抜粋
適用の条件：道示Ⅳ下部構造編7. 6解説(2),1)

ⅰ)定着機構が明らかであること。
ⅱ)定着機構が所要の性能を発揮するための適用条件が明らか
であること。

ⅲ)定着機構が所要の性能を発揮するための定着部（定着長として
必要となる鉄筋部分とフック又は定着体を含む部位）の構造
各部位について形状•寸法•強度等が明らかであること。

ⅳ)定着機構が所要の性能を発揮するための定着部周辺のコンク
リートの強度•補強方法等が明らかであること。

ⅴ)定着部に期待できる定着力を鉄筋の全強又はそれ以上とする
ことができること。

これらが満足されれば適用可能である。一般的には，例えば建設
技術審査証明により，機械式鉄筋定着工法の性能評価結果や鉄筋の
種類及び径，定着具の形状や寸法，使用上の制限事項等が示されて
いるので，これらを確認して適用を判断することとなる。
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（３）建設技術審査証明等により以下の条件を満たす
ことが確認できる場合には，せん断補強鉄筋の端部は
，鉄筋とコンクリートが一体となって働くように確実
に定着されていると考えてよい。
①定着具及び鉄筋に使用されている材料がJIS規格等
の公的な品質規格に準拠していて機械的性質が明確
にされている

②機械式鉄筋定着工法の適用方法や径，鉄筋の強度
種類，制限事項等を明示している

③鉄筋の規格引張り強さに相当する引張力が作用して
も定着具の破壊が先行せず，標準フック鉄筋と比べ
て過大な抜出し量が生じない

④機械式鉄筋定着工法を適用したせん断補強鉄筋が，
設計で想定するせん断補強効果を発揮する。
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表-解2-3-1 設計基準における要求事項と建設技術審査
証明事項の関連性

i)定着機構が明らかであること

鉄筋の規格引張強さに相当する引張力が作用し
ても定着具の破壊が先行しない

定着具の引張試験：破断は母材部で生じなければなら
ない勾配引張強度試験

ⅳ)定着部周辺のコンクリートの強度，補強方法等が
明らかであること

ⅴ)定着部に期待できる定着力を鉄筋の全強又はそれ
以上とすることができること

定着体の静的耐力試験

せん断補強性能、横拘束鉄筋への適用性等：審査
証明書で評価
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２－３－２ コンクリートの拘束効果を期待して配置する
横拘束鉄筋への適用

（１）コンクリートの拘束効果を期待して配置する
せん断補強鉄筋への機械式鉄筋定着工法を採用する
場合は ，設計で要求した性能を満足するか判断を
行う必要がある。

（２）横拘束鉄筋として適用する場合には，軸力の影響
等を考慮したうえで，適用の判断をすることが
望ましい。

２－４ 設計図面作成上の留意点

（１）定着体の使用位置は，設計図面上に明示する。
（２）定着体の寸法・形状・材質等，必要な情報を，

鋼材表等に示す。
（３）定着体の配置方法については，かぶり詳細図等に

特記する。
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http://www.mlit.go.jp/common/001186458.pdf

http://www.mlit.go.jp/common/001186458.pdf
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≪通達≫
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１．概要
１－１ ガイドラインの位置づけ

（１）本ガイドラインは，各種現場打ちコンクリート構造物の
品質を確保した上で生産性向上を図ることを目的として，
機械式鉄筋継手工法を採用するにあたり，その標準的な
使用方法と，設計，施工上の留意事項について示した
ものである。

（２）構造物の設計段階において機械式鉄筋継手工法の
適用を計画する際は，本ガイドラインで示した事項を理解
した上で，それぞれの構造物が準拠している設計基準に
示されている要求性能や前提条件を満たしているかどう
かの判断を適宜行うこととする。
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図-解1-1-1 機械式鉄筋継手工法の分類

【解説】

≪機械式鉄筋継手工法の種類≫
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図-解1-1-2 機械式鉄筋継手工法の例
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≪機械式鉄筋継手工法の特徴≫

■火器を使用せずに施工が可能
⇒天候や風の影響を受けにくい
⇒工程を確保

■短時間で施工が可能
⇒鉄筋を吊っている時間が短縮
⇒クレーン作業が効率化
⇒工期短縮

■太径鉄筋の場合でも継手長や施工時間への影響が
比較的少ない
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≪継手の等級≫

■SA級（土木学会の旧継手指針による“旧A級”を含む）
強度，剛性，伸び能力がほぼ母材鉄筋に相当する

■A級
強度と剛性は母材鉄筋に相当するが，その他の特性は
母材鉄筋よりもやや劣る

■B級
強度はほぼ母材鉄筋並であるが，その他の特性は母材
鉄筋よりも劣る

■C級
強度，剛性等も母材鉄筋よりも劣る

継手に要求される性能に応じて，要求性能を満たす等級の
機械式鉄筋継手工法を選定

48
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≪使用実績≫

図-解1-1-3 機械式鉄筋継手工法の使用実績の推移
（土木工事）



【機密性２】四国地方整備局
機械式鉄筋継手工法の配筋設計ガイドライン

50

・D32以上で使用割合が増加し，D41以上では圧接より多い
・PCa部材やコンクリート打継面では，細径でも実績が多い

図-解1-1-4 機械式鉄筋継手工法の鉄筋径別の使用割合
（土木工事：2011～2015年度）

≪鉄筋径別
使用割合≫
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■東北地整：設計施工マニュアル（案）［道路橋編］
3-7-2 鉄筋の配置

（参考）

■道路橋示方書•同解説Ⅳ下部構造編 参考資料（H24版）
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部材別

発注者別

構造物別

≪工事件数実績≫
継手メーカーに対する
アンケート結果
（計：2,797件）
※参考資料参照
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試算例-1：ケーソン工

≪コスト、生産性（参考）≫

　合は圧接作業は不可、同様に降雨量20mm以上又は最
　大風速20m以上の場合は機械継手も作業不可とする
・工程短縮+天候の効果についても考慮する

・ケーソン１基当りの比較
・東京都内　基礎部はケーソン
・ケーソン部分の継手の比較、検討
・一日当りの降雨量10mm以上又は最大風速15m/sの場

検討条件

【ケーソン部分の継手数量、条件】

・D51+D51 2,448箇所 D38+D38 1,173箇所

・①～⑥ﾛｯﾄに継手 ・ｹｰｿﾝ部分の鉄筋総重量(橋脚除)＝577t

・１ロットの継手箇所数 D51 408箇所、D38 204箇所

・圧接継手は1班にクレーン1台（25t）対応

・機械継手は2班にクレーン1台（25t）対応

概要図

砂質土

岩盤(支持層)

22000

36000

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

φ10000

１ロットの

リフト高4.7m
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施工速度

継手施工の総日数
（クレーン数）

総クレーン台数の差

1ロット当りの短縮日数

全体の短縮日数

天候による損失日数

（圧接0.25、機械継手0.1）

損失日数の差

（1.00） （0.67）

６日間（８日間－２日間）

工程短縮(天候考慮) ２４日間（１８日間＋６日間）

天

候

考

慮

８日間 ２日間

３０日間（３０日×２台＝６０台） １２日間（１２日×１台＝１２台）

・天候に左右される　・比較的安価

継手種類

・比較的天候に左右されない　・継手部材が高価

・施工中はクレーン等で鉄筋保持の必要あり

ケーソン部１ロット当
りのサイクル日数

【1ロット当りの概算数量(リフト高4.7m)】 【1ロット当りの概算数量(リフト高4.7m)】

 1日　      5日　      5日　      5日　    1日　      3日  1日　       5日　     2日　     5日　     1日　      3日

圧接継手 機械継手

概要

・一般的な継手方法　・施工に資格がいる ・施工速度が速い　・施工に特別な資格が要らない

・継手にセットすればクレーン保持の必要なし

工
程
短
縮
・
ク
レ
ー

ン
台
数

60（箇所/3人・日当り）

４８台（６０台－１２台）

１８日間（３日間×６ロット）

３日間（５日間－２日間）

150（箇所/2人・日当り）

※）圧接は2班で施工 ※）機械継手は2班で施工

継手数：612箇所　鉄筋：柱筋39t,フープ筋50ｔ　型枠：250m2 継手数：612箇所　鉄筋：柱筋39t,フープ筋50ｔ　型枠：250m2

73日間 49日間
ケーソン一基当りの鉄筋+継手の

施工日数（天候考慮）

型枠
脱型

鉄筋
組立

圧接 型枠
コン
打

養生 型枠
脱型

鉄筋
組立

機械
継手

型枠
コン
打

養生

工期が30％以上短縮
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種別 数量（t） 単価 金額 種別 数量（t） 単価 金額

鉄筋工 577 130,000 75,010,000 鉄筋工 577 130,000 75,010,000

計 ― ― 75,010,000 計 ― ― 75,010,000

種別 数量（箇所） 単価 金額

D51継手 2,448 5,410 13,243,680

D51グラウト 2,448 760 1,860,480

D38継手 1,173 2,760 3,237,480

D38グラウト 1,173 460 539,580

計 ― ― 18,881,220

種別 数量（箇所） 単価 金額 種別 数量（箇所） 単価 金額

D51 2,448 4,900 11,995,200 D51 2,448 720 1,762,560

D38 1,173 2,100 2,463,300 D38 1,173 620 727,260

計 ― ― 14,458,500 計 ― ― 2,489,820

鉄筋+材料費+労務費 （1.00） （1.08）

設備 短縮日数 損料（/日） 金額

ケーソン -24 407,000 -9,768,000

25tﾗﾌﾀｰ -48 53,000 -2,544,000

計 ― ― -12,312,000

（1.00） （0.94）

（1.00） （0.83）

継手労務費
（圧接は材工）

ケーソン部　鉄筋金額（単
価は鉄筋材料費+労務）

損
料
減

ケーソン及びクレーン
の損料減

工程短縮を考慮した金額

ケーソン部分の鉄筋+継手の施
工に係る総人員（省人化率） 795人 662人

コ
ス
ト
比
較

（
直
工

）

96,381,04089,468,500

89,468,500 84,069,040

継手材料費

・直工のみのコスト：10％程度増加
・仮設費を考慮したコスト：5％程度削減
・歩掛：20％程度向上
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試算例-2：橋脚工

・橋脚１基当りの比較
・山梨県　基礎は直接基礎
・橋脚部分の継手の比較、検討

・工程短縮+天候の効果についても考慮する

・一日当りの降雨量10mm以上又は最大風速15m/sの場
　合は圧接作業は不可、同様に降雨量20mm以上又は最
　大風速20m以上の場合は機械継手も作業不可とする

検討条件

【橋脚全体の継手数量、条件】

・D51+D51 1,216箇所 D32+D32 214箇所 D29+D29 186箇所

・橋脚部分の鉄筋総重量（フーチング除）＝304t

・上記のうちD51についてのみ検討

・②③⑤⑧ロットに継手有 各304箇所

・圧接継手は1班につきクレーン1台（50t）対応

・機械継手は2班につきクレーン1台（50t）対応

・作業用仮橋、作業用構台、足場有

概要図

１ロットの

リフト高

約 5.0m 作業用仮橋

28m(長さ)×2m(幅)

作業用構台

9m×16m

44000

3000
11500

⑦

①
②

③

④

⑤

⑥

⑧

⑨
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施工速度

継手施工の総日数
（クレーン数）

総クレーン台数の差

1ロット当りの短縮日数

全体の短縮日数

天候による損失日数

（圧接0.25、機械継手0.1）

損失日数の差

（1.00） （0.81）

継手種類 圧接継手 機械継手

橋脚部１ロット当りの
サイクル日数

【1ロット当りの概算数量(リフト高5.0m)】工
程
短
縮
・
ク
レ
ー

ン
台
数

60（箇所/3人・日当り） 150（箇所/2人・日当り）

 2日　      4日　      3日　      5日　     1日　     3日  2日　      4日　      1日　      5日　     1日　     3日

※）圧接は2班で施工 ※）機械継手は2班で施工

概要

・一般的な継手方法　・施工に資格がいる ・施工速度が速い　・施工に特別な資格が要らない

・天候に左右される　・比較的安価 ・比較的天候に左右されない　・継手部材が高価

・施工中はクレーン等で鉄筋保持の必要あり ・継手にセットすればクレーン保持の必要なし

２０台（２４台－４台）

８日間（２日間×４ロット）

２日間（３日間－１日間）

天

候

考

慮

３日間 １日間

２日間（３日間－１日間）

【1ロット当りの概算数量(リフト高5.0m)】

継手数：304箇所　鉄筋：柱筋58t,フープ筋5.5ｔ　型枠：470m2 継手数：304箇所　鉄筋：柱筋58t,フープ筋5.5ｔ　型枠：470m2

１２日間（１２日×２台＝２４台） ４日間（４日×１台＝４台）

工程短縮+天候考慮 １０日間（８日間＋２日間）

橋脚一基当りの鉄筋+継手の施
工日数（天候考慮） 52日間 42日間

型枠
脱型

鉄筋
組立

圧接 型枠
コン
打

養生 型枠
脱型

鉄筋
組立

機械
継手

型枠
コン
打

養生

工期が20％程度短縮
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種別 数量（t） 単価 金額 種別 数量（t） 単価 金額

鉄筋工 304 130,000 39,520,000 鉄筋工 304 130,000 39,520,000

計 ― ― 39,520,000 計 ― ― 39,520,000

種別 数量 単価 金額

D51継手 1,216 5,410 6,578,560

D51グラウト 1,216 760 924,160

計 ― ― 7,502,720

種別 数量 単価 金額 種別 数量 単価 金額

D51 1,216 4,900 5,958,400 D51 1,216 720 875,520

計 ― ― 5,958,400 計 ― ― 875,520

鉄筋+材料費+労務費 （1.00） （1.05）

設備 短縮日数 損料（/日） 金額

作業用仮橋 -10 8,100 -81,000

作業用構台 -10 6,000 -60,000

足場 -10 9,000 -90,000

50tﾗﾌﾀｰ -20 95,000 -1,900,000

計 ― ― -2,131,000

（1.00） （1.01）

（1.00） （0.85）

45,478,400

45,478,400工程短縮を考慮した金額

継手材料費

継手労務費
（圧接は材工）

橋脚部分の鉄筋+継手の施工に
係る総人員（省人化率） 404人 345人

橋脚部　鉄筋金額（単価は
鉄筋材料費+労務）コ

ス
ト
比
較

（
直
工

）
47,898,240

45,767,240

損
料
減

仮橋、構台及びク
レーンの損料減

・直工のみのコスト：5％増加
・仮設費を考慮したコスト：ほぼ同等
・歩掛：15％向上
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≪継手の用途≫

１．継手を一断面に集めない場合
⇒一般的な使い方

２．継手を一断面に集める場合（イモ継手）
⇒開口部，床版等の拡幅，山留材との干渉等，

やむを得ない場合
３．塑性化を考慮する領域に配置する場合

※いずれの場合においても，構造物及び部位の要求性能
や構造細目ならびに使用材料の範囲等について，適用
する設計基準を確認
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１－２ 対象とする機械式鉄筋継手工法

本ガイドラインで対象とする機械式鉄筋継手工法は，その
性能に関して，公的機関等による技術的な確認を受け，
証明書が交付されたものとする。

土木研究センター 日本建築センター
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■土木研究センター，日本建築センターのような公的機関
等による証明

（所定の試験，評価が可能な大学や自治体，民間の
試験機関を含む）

■証明の対象となっている鉄筋の径や強度，試験の種類
を確認

⇒証明の対象となっていない場合は，試験等により
確認

■建築系の試験機関でも土木に準じた審査を行っている
場合がある
⇒証明書の内容を確認

【解説】
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表-解1-2-1(a) 機械式鉄筋継手工法一覧表：SA級（全19工法）
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表-解1-2-1(b) 機械式鉄筋継手工法一覧表：A級（全58工法）
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２．機械式鉄筋継手工法の適用にあたっての検討事項
２－１ 原則

（１）機械式鉄筋継手工法を適用する範囲は，
軸方向鉄筋を基本とする。

（２）機械式鉄筋継手工法を，塑性化を考慮する
領域に適用する場合や，一断面に集めて配置
する場合は，構造物及び構造物部位に応じて
求められる要求性能や前提とすべき構造細目
ならびに使用材料の範囲等について，適用する
設計基準を確認するとともに，機械式鉄筋継手
工法の特性を考慮して適用を検討することと
する。
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■基本的に軸方向鉄筋に適用
⇒スターラップや帯鉄筋等のせん断補強鉄筋に適用する
場合は，本ガイドラインに準じて可

■塑性化を考慮する領域に適用する場合
⇒要求される耐震性能及び工法の特性をふまえて判断

■一断面に集めて配置する場合
⇒継手間のあきが小さくなって

コンクリートの行きわたりが
悪くなるおそれ

⇒要求される性能及び工法の
特性をふまえて判断

【解説】



【機密性２】四国地方整備局
機械式鉄筋継手工法の配筋設計ガイドライン

66

２－２ 構造細目及び鉄筋種類の取扱いについて

（１）機械式鉄筋継手工法を使用する場合，鉄筋の継手を
除く構造細目については，設計対象の鉄筋コンクリート
部材が準拠する設計基準に示される事項に従うことと
する。

（２）機械式鉄筋継手工法を使用する場合，使用する継手
の種類は，適用する鉄筋コンクリート部材の設計基準
の範囲にあることを確認しなければならない。
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■構造細目は通常の継手と同様に設計基準に準拠
■継手の寸法に応じてかぶりやあきが小さくなる
■継手と鉄筋とで外径が異なるため，継手と鉄筋を交差

させた場合，軸方向鉄筋とせん断補強鉄筋との間に
隙間が生じる
⇒継手寸法が小さい継手を選定
⇒かぶりが確保できない場合は

エポキシ樹脂塗装鉄筋用
の継手を適用

■機械式鉄筋継手工法が適用できる鉄筋の強度や鉄筋
径の範囲が，構造物の条件に適合していることを確認

【解説】
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２－３ 機械式鉄筋継手工法の用途ごとの性能確認
２－３－１ 軸方向鉄筋に適用する場合

（１）構造物が準拠する設計基準において，鉄筋端部に
カプラーやスリーブ等を取り付けて機械的に鉄筋を接続
する方法が，構造細目として適用できることを確認しなけ
ればならない。

（２）機械式鉄筋継手工法を軸方向鉄筋に適用する場合
には，継手と鉄筋が一体となって働くように確実に接続
され，所定の継手効果が得られる工法を選定しなければ
ならない。
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（３）公的機関等による技術的な確認により以下の条件を満た
すことが確認できる場合には，継手と鉄筋が一体となって
働くように確実に接続されていると考えてよい。

①継手に使用されている材料がJIS規格等の公的な品質
規格に準拠していて機械的性質が明確にされている

②機械式鉄筋継手工法の適用方法や鉄筋の径，強度，制限
事項等を明示している

③鉄筋の規格引張強さに相当する引張力が作用しても継手
の破壊が先行せず，鉄筋の抜け出し等の過大な変形が生
じない

④機械式鉄筋継手工法を適用した鉄筋が，設計で想定する
効果を発揮する
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■継手方法が満足すべき事項（道示Ⅳ下部構造編）
ⅰ)継手機構が明らかであること。
ⅱ)継手機構が所要の性能を発揮するための適用条件

が明らかであること。
ⅲ)継手機構が所要の性能を発揮するための継手部の

構造各部位について形状•寸法•強度等が明らかである
こと。

ⅳ)継手機構が所要の性能を発揮するための継手部周辺
のコンクリートの強度•補強方法等が明らかであること。

ⅴ)継手部を介して伝達可能な力が明らかであること。
ⅵ)継手部の構造に応じて鉄筋のかぶりやあきが適切に

確保できること。

【解説】
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継手が満足すべき
事項 技術的な確認事項

「鉄筋定着・継手指針」
に示される試験方法等

i）継手機構が明らか
であること

鉄筋の規格引張強さに相
当する引張力が作用しても
継手の破壊が先行しない

継手の引張試験及び繰
返し試験

ⅱ)継手機構が所要の
性能を発揮するため
の適用条件が明らか
であること

機械式鉄筋継手工法の適
用方法や鉄筋の径及び強
度，制限事項等を明示して
いる

資料による

ⅲ)継手機構が所要の
性能を発揮するため
の継手部の構造各部
位について形状•寸法•
強度等が明らかであ
ること

・継手の寸法，形状を明示
している
・継手に使用されている材
料がJIS規格等の公的な品
質規格に準拠していて機械
的性質が明確である

表-解2-3-1 設計基準における要求事項と技術的な確認事項の関連性
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継手が満足すべき
事項

技術的な確認事項
「鉄筋定着・継手指針」
に示される試験方法等

ⅳ )継手機構が所要
の性能を発揮するた
めの継手部周辺のコ
ンクリートの強度•補強
方法等が明らかであ
ること

継手の寸法，形状を明示し
ており，コンクリートが継手
の周りに確実に充填できる
ことが明確である

資料による

ⅴ)継手部を介して伝
達可能な力が明らか
であること

鉄筋の規格引張強さに相
当する引張力が作用しても
継手の破壊が先行しない

継手の引張試験及び繰
返し試験

ⅵ)継手部の構造に応
じて鉄筋のかぶりや
あきが適切に確保で
きること

継手の寸法，形状を明示し
ている

資料による

表-解2-3-1 設計基準における要求事項と技術的な確認事項の関連性
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２－３－２ 塑性化を考慮する領域に適用する場合

機械式鉄筋継手工法を，塑性化を考慮する領域に適用
する場合は，設計で要求した性能を満足するか判断を
行う必要がある。

橋脚の基部 カルバートの隅角部
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■（例えば）道路橋示方書の要求性能を満足していることを，
公的機関等における性能評価結果で確認
⇒性能が確認されている範囲内での適用を検討

■設計時に十分な検討を行うことに加え，施工及び検査に
おいても，十分な管理が行われることを前提

【解説】
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２－３－３ 一断面に集めて配置する場合

機械式鉄筋継手工法を一断面に集めて配置する場合は，
設計で要求した性能を満足するか判断を行う必要がある。
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■継手を一断面に集めて配置すると，継手間のあきが小
さくなってコンクリートの行きわたりが悪くなったりする

■継手の力学的性能が鉄筋と同等以上であっても，継手
と鉄筋との形状の変化に起因するひび割れや変形の
影響等も考慮する必要がある
⇒部材の強度やひび割れ，変形に加え，コンクリートの
充填にも影響を及ぼさないことを確認した上で，適用を
検討

■設計時に十分な検討を行うことに加え，施工及び検査
においても，十分な管理が行われることを前提

【解説】
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２－４ 設計図面作成上の留意点

（１）継手の使用位置及び等級は，設計図面上に明示する。
（２）継手の寸法，形状，材質等，必要な情報を，参考図等
に示す。
（３）継手の配置方法については，かぶりやあきの詳細図
等に特記する。
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■かぶりやあきの確保，鉄筋と継手とが干渉しないような
配置について特記

■「施工者は，使用製品の性能と施工方法，管理方法の
承認を得て工事を実施すること」と記載

【解説】 

 

 

 

 

軸方向鉄筋の長さ 

機械式継手 

（等級を明記） 

軸方向鉄筋の長さ 

 

 

 

 
           

あきは○○mm

以上確保する 

   

かぶりは○○mm

以上確保する 

図-解2-4-1 継手の表記方法

図-解2-4-2 詳細図の例
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３．施工及び検査
３－１ 施工

（１）機械式鉄筋継手工法の施工は，施工要領書に基
づいて行わなければならない。

（２）機械式鉄筋継手工法の施工は，工法に関して教育，
講習等を受けた有資格者の管理の下で行わなけれ
ばならない。

製造者が発行する資格者証の例
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■機械式鉄筋継手工法には様々な工法がある
⇒製造者が推奨する施工条件や方法，手順，使用
機器や管理項目，方法等を明記した施工要領書を
作成
⇒監督員の承認を得て適切に施工

■機械式鉄筋継手工法は，比較的施工が容易
■所定の方法で施工しないと，必要な性能が発揮

できない
⇒工法ごとに製造者や協会等が主催する勉強会や
講習会等で教育を受けた有資格者が管理
⇒有資格者の管理の下で適切に施工

【解説】
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３－２ 検査

機械式鉄筋継手工法の検査は，検査項目や頻度，方法，合
否判定基準等を定めた検査計画書に基づいて行わなけれ
ばならない。

マーキング グラウト材のリーク
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■機械式鉄筋継手工法は，所定の材料，適切な施工に
より性能を発揮することが可能
⇒検査では，外観目視による確認が基本（全数）
⇒カプラーやスリーブの内部は超音波法等（有資格者）
で確認（抜取り）

■検査項目や頻度，方法，合否判定基準等は工法ごとに
異なるため，工法の特徴に応じた検査計画書を作成

■検査項目や頻度は，継手に要求される性能に応じて（例
えば，塑性化を考慮する領域に適用する場合など）適切
に設定

【解説】
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４．記録

機械式鉄筋継手工法の設計，施工，検査の結果は，記
録として残さなければならない。

■建設後の構造物の維持管理において，設計，施工，
検査の記録は重要
⇒継手の要求性能や工法の選定，施工や検査の結果
などは，図面や写真等で記録し，適用した工法の種類
や位置，施工状況等の情報が伝わるようにしておく

【解説】
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■日本道路協会：道路橋示方書・同解説
■土木学会：コンクリート標準示方書
■土木学会：鉄筋定着・継手指針
■国土技術政策総合研究所，建築研究所：建築物の構造

関係技術基準解説書
■日本鉄筋継手協会：鉄筋継手工事標準仕様書

機械式継手工事

参考になる文献



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

３． 流動性を高めた現場打ち
コンクリートの活用に関するガイドライン

85

四国地方整備局

http://www.mlit.go.jp/common/001191821.pdf

http://www.mlit.go.jp/common/001191821.pdf
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現状

 一般的なコンクリート構造物のスランプ値は、発注段階で、地整等の設計要領に基づき、
８cmを使用することが規定。

課題

 近年の耐震性能の要求水準の強化により過密鉄筋化が進み、打設効率の低下・ コンク
リートの充填不良を生じるおそれが懸念。

見直しの方向性

 発注段階ではスランプ値を「参考値」として示し、契約後、受発注者間で協議して個々の
構造物に適したスランプ値を設定。

 発注段階のスランプ値は、積算のために使用。近年の実績より、スランプの参考値 を１２
cmとする。
⇒ 「流動性を高めたコンクリートの活用」ガイドラインを策定し、スランプ値の設定に活用。

見直しによる効果

 圧送トラブルのリスクを回避でき、工程の遅延防止に大きく貢献。
 コンクリートの確実な充填が行われ、品質が向上。
 適切なスランプ値の設定により、時間当たりのコンクリート打設量が約２２％向上、作業員

数で約２０％の省人化（日建連試算）。
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現場打ちコンクリートを取り巻く現状

阪神・淡路大震災以降、耐震性能の要求水準の強化により、鉄筋コンクリート構造
物の配筋が高密度化し、従来のスランプ値「 」では、打設効率が低下するほか、

コンクリートの充填不足による品質低下が懸念。
工事発注時のスランプ値については「 」がほとんどであり、スランプ値の変更に

あたっては、受注者から発注者に協議して施工承諾で実施しているのが実情。
近年、化学混和剤が一般化し、また多様な混和剤の開発により、単位水量を増加

させることなく、コンクリートの流動性（スランプ）を調整することが可能。

これまでの実績から定着しているスランプ８cmのコンクリート使用の考え方を各現場
で柔軟に変更するため、技術的な留意事項をとりまとめた『流動性を高めた現場打ち
コンクリートの活用に関するガイドライン』を作成。

■ガイドラインのポイント
○スランプを１２cm以上にしたコンクリートを用いる場合の技術的な留意事項

について取りまとめ。
○施工時における品質確認上の留意点の明確化。
○高流動コンクリートの選定と留意点の記載。

四国地方整備局

http://www.mlit.go.jp/common/001191821.pdf

http://www.mlit.go.jp/common/001191821.pdf
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ガイドラインの骨子

１．適用範囲の明確化
・現場打ちの鉄筋コンクリート構造物、プレストレストコンクリート構造物を対象
・特有の施工方法、施工機械に適した硬練コンクリートを用いている場合等は対象外

２．コンクリートの流動性の選定に関する基本方針を提示
・流動性の指標⇒スランプ及びスランプフロー
・流動性の選定⇒打込みの最小スランプを考慮して、施工者が適切に選定
・流動性選定時の考慮事項⇒構造物・部材の種類、鋼材量や配筋条件、作業条件等
・設計時に目標スランプを定める際（参考値）：荷下ろし時の目標スランプ１２cm

３．流動性を高めたコンクリートの品質確認上の留意点を提示
■目標スランプが１２cmの場合

・単位水量、単位セメント量、水セメント比を配合計画書で確認
■目標スランプが１２cmを超える場合

・上記に加え、配合選定の際に試し練りを実施し、材料分離抵抗性を確認
①スランプ試験後の外観、②ブリーディング量⇒確認方法を参考資料に提示

４．高流動コンクリートの選定・留意点を提示
・特別な流動性を必要とする場合、生産性が著しく向上する場合
・品質確認上の留意点⇒①流動性、②材料分離抵抗性、③自己充填性

88
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【流動性を高めた現場打ちコンクリート活用の効果】
○一般的な鉄筋コンクリート構造物の場合、流動性を高めたコンクリート（目標スランプ１２cm）

を活用することにより、施工性（時間当たりの打込み量・作業人員）は約２割向上。

四国地方整備局
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国技建管第13号 現場打ちの鉄筋コンクリート構造物における
スランプ値の設定等について（平成29年4月21日）

平成29年7月1日以降に入札公告
を開始するものから適用

一般的な鉄筋コンクリート構造物に
おいては、スランプ値は12cmとする
ことを標準とし、特記仕様書に明記
する。

受注者からのスランプ値の変更協議
については、・・・・・変更が必要と
認められる場合は設計変更の対象
とすること。

四国地方整備局
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国土交通省発注工事の作業工数比率

四国地方整備局
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○流動性を高めたコンクリートの活用

現場打ちコンクリートの生産性の向上

近年の耐震設計への要請等により鉄筋の配筋は一層の高密度配筋になっており、
現場における施工の効率化の観点から大きな阻害要因

一方、技能工は離職や熟練者の高齢化により減少

コンクリート構造物の施工品質を確保し、生産性を向上させるには、

熟練した技能を必要とせず、施工効率の高い工法等の普及促進が求められる

生産性向上の必要性

 従来から慣用的に用いられてきたスランプ８cmのコンクリートは、高密度配筋の構造物・
部材、締固めが難しい形状の構造物・部材、ポンプ圧送距離が長い場合など、コンクリー
ト施工時に不具合が発生するリスクがあり、生産性向上の阻害要因のひとつである。コン
クリートの流動性を高めることでリスク回避と構造物の信頼性を向上させることができるだ
けでなく、現場の省力化・省人化・合理化を図ることが可能。

スランプ8cm スランプ12cm→

四国地方整備局
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流動性を高めたコンクリートの活用

⇒スランプ変更の実態調査および分析

⇒生産性向上効果とコスト試算

⇒具体的なガイドラインの作成

四国地方整備局
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スランプ変更の実態調査および分析

国, 106, 

21%

地方, 161, 

33%

特殊, 199, 

40%

その他, 30, 

6%

国

地方

特殊

その他

アンケート結果の発注機関の分類（発注者）

アンケート回答 n=496件

四国地方整備局
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スランプ変更の実態調査および分析

5cm, 1, 3%

8cm, 28, 
82%

12cm, 3, 
9%

高流動, 2, 

6%

5cm 8cm 12cm 高流動

8cm, 1, 3%
10cm, 2, 

6%

12cm, 19, 
56%

15cm, 7, 
20%

18cm, 1, 
3%

高流動, 4, 

12%

8cm 10cm 12cm 15cm 18cm 高流動

具体的な回答のあった国の n=34件 に着目し分析

発注時のスランプの値 変更後のスランプの値

施工承諾での採用がほとんど！

四国地方整備局
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・原設計のスランプは「８cm」が75％
・土木用コンクリートではスランプ８cmが標準
・スランプの仕様変更に関して要求したスランプは「１２cm」が52％で過半数
・「１０cm」を要求したケースは３％しかなく、「１０cm」では施工性が改善され
ないと判断している。

施工者側からの回答による

スランプ変更の実態調査および分析

四国地方整備局
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施工者側からの回答による
①橋梁下部工, 

37, 10%
②橋梁RC上

部工, 14, 4%

③橋梁PC上

部工, 92, 

24%

④ラーメン高架

橋, 24, 6%⑤ボックスカル

バート, 44, 11%

⑥壁構造物, 
77, 20%

⑦深礎杭, 6, 1%

⑧耐震補強

工, 6, 2%
⑨その他, 86, 

22%

①橋梁下部工 ②橋梁RC上部工 ③橋梁PC上部工
④ラーメン高架橋 ⑤ボックスカルバート ⑥壁構造物
⑦深礎杭 ⑧耐震補強工 ⑨その他

①スラブ部

材, 27, 7%
②柱部材, 

25, 7%

③はり部材, 

38, 10%

④壁部材, 
110, 30%

⑤PC部材, 

78, 21%

⑥その他, 

93, 25%

①スラブ部材 ②柱部材 ③はり部材

④壁部材 ⑤PC部材 ⑥その他

対象構造物別 対象部材別

スランプ変更の実態調査および分析

・PC上部工が24%と最も多い
・壁状構造物20%
・ボックスカルバート11%
・橋梁下部工10%

・壁部材が30%と最も多い
・PC部材21%
・はり部材10%

理由：部材厚が薄い,高密度配筋,締固め作業高さ

四国地方整備局
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スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算

実際の施工物件を題材として、生産性向上効果とコストを検討
高流動コンクリートを含め計６ケース

検討項目

・施工生産性 ⇒ ①時間当たりの打込み量 (m3/h)

②作業人数（打込み時） (人)

③一人当たりの打込み量 (m3/人・h)

・コスト ⇒ ①材料費（コンクリート）
②労務費（打込み時）

・品質 ⇒ スランプ変更による品質（充塡,仕上がり）

[施工条件の明記]

四国地方整備局
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ケーススタディ事例一覧Ⅰ（スランプ12cmに変更）

ケーススタディ事例一覧Ⅱ（高流動コンクリートに変更）

99

四国地方整備局
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スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算

■ケーススタディ① （参考）

100
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四国地方整備局

スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算
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四国地方整備局

スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算

ケーススタディ② （参考）■ケーススタディ② （参考）
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四国地方整備局

スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算
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スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算

コンクリート単価

・増減なし
⇒全体の３割強

・増額200円以下
⇒５～6割
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四国地方整備局

スランプ変更による生産性向上効果およびコスト試算

スランプ変更に係わる発議（協議）に要する労力・時間
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【流動性を高めた現場打ちコンクリート活用の効果】
◯一般的な鉄筋コンクリート構造物の場合、流動性を高めたコンクリート（目標ス
ランプ12cm)を活用することにより、施工性（時間当たりの打込み量・作業人
員）は約2割向上。コスト同等

施工実績例

約2割向上

目標スランプ８ｃｍ 目標スランプ１２ｃｍ

約２割向上

流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関するガイドライン
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四国地方整備局
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四国地方整備局

○高流動コンクリートの場合 (参考)

現場打ちコンクリートの生産性向上効は大きい！！

課題：材料コスト増の影響が大きく、材工で２～３割の
コスト増になっているのが現状である。

現場での生産性向上効果 12cm＜高流動コンクリート

現場での打込みの難易度が上がるほど有効

うまく利用・適用することが今のところ必要
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四国地方整備局

平成29年3月17日
プレス発表



【機密性２】
流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関するガイドライン

109

四国地方整備局

流動性を高めたコンクリートの活用に
関するガイドライン

目次構成
1. 概要
2. コンクリートの流動性の選定
3. 施工時における品質確認上の留意点
4. 高流動コンクリートの選定と留意点

[参考資料]

1. 目標スランプ変更の実態調査
2. スランプの違いによる配合変化
3. 流動性を高めたコンクリートの分離抵抗性の確認方法

（案）
4. 第４回コンクリート生産性向上協議会資料（抜粋）
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四国地方整備局

１．概要

（１）本ガイドラインは，コンクリート構造物の品質を確保した上で，
現場打ちコンクリートの生産性向上を図ることを目的として，施工
性能の面から使用するコンクリートの流動性を合理的に選定する
方法と，留意事項について示したものである。
（２）本ガイドラインは，現場打ちの鉄筋コンクリート構造物及び
プレストレストコンクリート構造物を対象とする。

ガイドラインの位置づけ
従来の実績から定着していた目標スランプの値8cmのコンクリート
の考え方を各施工現場で柔軟に変更するために技術的留意点を取
りまとめたもの。
適用範囲
・鉄筋コンクリート＋プレストレストコンクリート構造物
（注）特殊な施工方法、施工機械に適した硬練コンクリー

トは対象としない。（例えば、舗装）
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四国地方整備局

２．コンクリートの流動性の選定

（１）コンクリートの流動性はスランプ（スランプフロー）を
指標とし，打込みの最小スランプを考慮して施工者が
適切に選定するものとする。

（２）使用するコンクリートの流動性を定める際には，構造物
の種類，部材の種類と大きさ，鋼材量や配筋条件，
コンクリートの運搬，打込み，締固め等の作業条件を
適切に考慮するものとする。

土木学会より提示されている考え方を積極的に導入
①コンクリート標準示方書[施工編]

②施工性能にもとづくコンクリートの配合設計・
施工指針
①と②を参考に荷卸しの目標スランプ設定



【機密性２】
流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関するガイドライン

112

四国地方整備局

 

施工者が選定

施工者が
プラントに指定

施工時

構造条件
構造物の種類，部材の種類と大きさ，鋼材量や配筋条件
施工条件
コンクリートの運搬，打込み，締固め等の作業条件
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四国地方整備局

 

選定が困難

荷卸し時の
目標スランプ
12cm（参考値）

設計時（発注時）

構造条件
構造物の種類，部材の種類と大きさ，鋼材量や配筋条件

施工条件⇒設計時に想定することが困難
コンクリートの運搬，打込み，締固め等の作業条件
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四国地方整備局

荷卸し時の目標スランプ12cm（参考値）について

図-解 2-1 施工の際に変更した後の
目標スランプの値

（設計時の目標スランプ8cm）

目標スランプを12cmとする
と，ほとんど
の現場において，必要な施
工性能を確保できることが
期待される

現場打ちコンクリート
生産性の向上
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施工者が選定

施工者が
プラントに指定

施工時
特に構造・施工条件厳しい場合

構造条件
構造物の種類，部材の種類と大きさ，鋼材量や配筋条件
施工条件
コンクリートの運搬，打込み，締固め等の作業条件

12cmを超える流動性の高い

コンクリート（高流動コンク
リート含む）も適用可能
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３．施工時における品質確認上の留意点

（１）使用するコンクリートの目標スランプが12cmの場合は，単位水量
，単位セメント量，水セメント比を配合計画書により確認する。

（２）使用するコンクリートの目標スランプが12cmを超える場合には，
（１）に加え，試し練りを行い材料分離抵抗性を確認する。

荷卸し時も目標スランプの選定

SL=12cmを
超えるか

No Yes

配合計画書の確認
Check:W,C,W/C

配合計画書の確認
W,C,W/Cのチェック

試し練り

Check:材料分離抵抗性

プラスα
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粗骨材の最大寸法 確認項目 基準値

20～25mm

単位水量
175kg/m3以下

（推奨値）

単位セメント量
270kg/m3以上

（推奨値）

水セメント比 55%以下

40mm

単位水量
165kg/m3以下

（推奨値）

単位セメント量
250kg/m3以上

（推奨値）

水セメント比 55%以下

表-解-3-1 配合計画書による確認事項

目標スランプ12cmの場合

（注）上記の範囲外の場合、試し練りを実施し、使用の可否決定。
・スランプ試験後の外観、ブリーディング量
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配合計画書の確認+試し練りよる確認
（スランプ外観,ブリーディング）

目標スランプ12cmを超える場合

参考 表 3-1 スランプ試験時の試料の観察による分類

分離 通常 全くずれ 片くずれ

くずれ方
の特徴

試料がスランプコーン
中での形状（円錐台）を
概ね維持しながら下方
または横方向に変形し，
くずれは生じない。

試料が下方にくずれな
がら変形する。スランプ
コーン中での形状が維
持されず，山状になる。

試料が下方に変形する
と同時に，その一部が
外側に割れるようにく
ずれる。くずれない箇所
が，スランプコーン中で
の形状を維持すること
もある。

事例

評価 良 可 不可

目標スランプ8～21cm適用可
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目標スランプ12cmを超える場合

ブリーディング試験による材料分離判定
①JIS A 1123によるブリーディング試験 ＜0.35cm3/cm2

②簡易ブリーディング試験（土研の研究成果） ＜0.28cm3/cm2

上記の基準を満足しない場合は、配合修正

参考 図 3-1 簡易ブリーディング試験の状況

①浮き水:V1

②受け皿の水:V2

容器内径面積:A

(V1+V2)/A

載荷後30分

判定基準
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４．高流動コンクリートの選定と留意点

（１）コンクリートの流動性を定める際，鋼材量や配筋等の
構造条件と打込み，締固め等の作業条件から，コンク
リートに特別な流動性能が必要と判断された場合，
あるいは使用することにより現場打ちコンクリート工事
の生産性が著しく向上すると判断された場合には，
高流動コンクリートを選定してよい。

（２）使用するコンクリートとして高流動コンクリートを選定
する場合，試し練りを行い流動性，材料分離抵抗性，
自己充填性を確認する。
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選定
高密度配筋や複雑な構造物の形状
打込み時の自由落下高さが1.5mを超えることが避けられ

ない
棒状バイブレータによる締め固め困難等の非常に厳しい

施工条件
高流動コンクリートを採用することで、著しく生産性が向上

留意事項
試し練り：流動性，材料分離抵抗性，自己充填性

⇒「高流動コンクリートの配合設計・施工指針」
最新版を参考

アルカリシリカ反応抑制対策
温度ひび割れ抵抗性等、耐久性に係わる項目を照査
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四国地方整備局 特記仕様書 記載事例

○上表※２のスランプは監督職員の承諾を得て１０ｃｍ、１２ｃｍとすることができる。
○橋梁上部工及び函渠工については、流動化コンクリートを標準とする。

参照コンクリート構造物の品質向上対策（案）について（平成12年5月16日付、事務連絡）
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